
宮城県上工下水一体官民連携運営事業に係る事業費の削減状況について①

２ 予定削減額のうち主な削減内容について

（１） 県の削減内容【約５０億円】

・ 人件費（設備更新を運営権者に委ねることによる）

・ 企業債利息等（設備更新を運営権者に委ねることによる）

（２） 運営権者の削減内容【約２８７億円】

・ 人件費（ＩＣＴ機器の導入や業務の効率化を図り、組織体制の

最適化による）

・ 動力費（施設を消費電力が効率的なものに更新し、電力費の

抑制による）

・ 更新投資（設備の監視体制を強化することで異常を早期に検

出し、効率的な維持修繕、設備更新の実施による）

１ 予定削減額について

〇 宮城県上工下水一体官民連携運営事業（以下「みやぎ型」）に

より、２０年間の事業運営期間において、「現行体制モデル」と

比較して約３３７億円の事業費削減を予定

（削減内訳 県：約５０億円、運営権者：約２８７億円）
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項目 金額

① 現行体制継続時の予定事業費総額 ３，３１４億円

② 提案を踏まえた予定事業費総額 ２，９７７億円

③ 削減額（＝①－②） ３３７億円

④ 削減率（＝③／①×100） １０．２％

削減結果の算定結果表

20年間の総事業費
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現行体制モデル コンセッションモデル 提案を踏まえた

予定事業費

期待削減額
約247億円
(▲7.4 %)

（県が応募者に求めた最低条件）

公募条件
▲１９７

億円

提案
▲２８７

億円県 :1,464

運営権者:1,850

県 :1,414

運営権者:1,653

県 :1,414

運営権者:1,563

削減結果
約337億円

(▲10.2 %)（億円）

図－１ 総事業費と削減額
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宮城県上工下水一体官民連携運営事業に係る事業費の削減状況について②

４ 運営権者分の令和５年度の削減状況と削減見通しについて

（１） 令和５年度の削減状況

○ 事業運営や維持管理、改築事業は概ね計画どおり実施

〇 物価変動（上昇）及び水量変動（増量）による影響等を考慮した

場合、削減予定額約７．８億円に対して約９．２億円の削減

（＋１．４億円の削減）

（２） 削減見通し

〇 初年度（＋約３億円）及び２年目（＋約１億円）の事業費削減を

踏まえると、２０年間で運営権者分の削減予定額約２８７億円に対

して、約２９１億円の削減（＋４億円の削減）が見込まれる。

３ 運営権者分の削減効果について

〇 削減効果は、毎年定額で発現されるものではなく、２０年間で発

現する予定

〇 運営権者が、利用料金等を基に要求水準どおりに事業運営及

び更新等を実施することで削減効果が実現するものであり、県は、

その履行状況を確認する。

図－２ 年度ごとの事業費と削減額
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